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1 .構想の機略と 23年度スケジ、ユール

平成 16年私立大学学術研究高度化推進事業「地震情報の活用と防災拠点形成による地域防災力向上技術開発」

のテーマに記載されている「防災拠点」とは狭い意味では地域防災研究センターを指すが、広い意味では愛知工

業大学を「防災拠点を前提とした大学キャンパス」として意識した構想である。本学は、猿投山麓の強い地盤上

に立地、東名高速道路、東海環状道路に近い利便性、工科系の教職員・学生からなる豊富な人的資源、を有する

ことから、災害時にはこの地域の防災拠点として機能する可能性が高い。従ってキャンパス自体在実験体として

研究。検証しようとの構想である。この構想はフロジ、ェクト補助期間の 5年間は推進されなかったが、続く 3年

間 (H21~ 23年度)の重点研究課題のーっとして取り組んできた。

図 lは防災キャンパス構想の概略を示している。本学の広大な敷地、 140の教室群、300名の教職員と 6，000

人の学生からなる人的資源を活用してモリコロパーク広域防災基地への支援を行う。また、長久手町(現市)、

瀬戸市、豊田市の大学周辺地域住民の避難所受け入れ、学生消防団の組織化、等が構想に盛られている。

l年目は、全国の防災拠点と防災協定の事例調査に取り組んだ。 2年目は、モリコロパークが愛知県広域防災

拠点となることから、愛知県と防災協定の締結について協議した。しかしながら、 23年度は東日本大震災発生

の影響を受けて愛知県との協議を一時停止せさ、るを得なかった。一方で、防災拠点としての本学のキャパシティ、

体制の整備、設備の耐震性評価、等に対する検証を行っておく必要性から、 23年度はこの課題を中心に検討した。

図 l 防災キャンパス構想

23年度スケジュールを以下に示すO

. H23年3月:センター最終報告会で 22年度成果報告

4月:センターの学長報告会で説明

10月:学内施設の点検

10月:学長副学長に進捗状況説明(学長室)
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12月:センターの中間報告会で報告

。H24年 1月:東北3大学ヒアリング実施(東北学院大学、石巻専修大学、東北工業大学)

3月:センターの最終報告会で報告

2.防災キャンパスとしてのキャパシティと整備

3.11では多くの被災住民が発生し避難所不足が喫緊の課題となった。避難住民の受け入れについてはこれま

で、積極的な検討を行っていなかった。 23年度の防災訓練に上山田地区の住民が参加し自宅から本学に徒歩で避

難できるかどうかの検証実験を行った。住民の皆さんからは「市指定の避難所(川北の公民館)より近く、広

く、丈夫であり、また若い人が多くて安心」との声が上がった。このことから、大災害時には市指定避難所から

あふれた住民や近隣からの住民の避難が予想される。また、 3.11地震時、東京では多くの帰宅困難者が発生した。

本学は市街地から離れてはいるものの、リニモ、愛環鉄道、東名・東海環状高速道が交差することから帰宅困難

者受け入れ態勢は敷いておく必要がある(東京で、は私立大学のキャンパス解放が評価された)。

図2に本学キャンパスの防災拠点としての利用価値を示す。地域防災研究センターは情報収集@発信拠点と

なり緊急事態対策本部も設置される。グラウンド等は避難所、テント村、救援基地、支援物資基地として利用で

きる。学内の諸施設を想定した収容人員は師徳館 (1，000-2，000人)、陸上競技場 (3，000人)、サッカー場(1，500

人)、野球場 (1，400人)の他、教室や研究室も活用できる。グラウンドはヘリ基地として利用可能であること

は昨年度のヘリ着陸実験で検証できている。現在は休止中であるが、自家発電施設も整備すれば可能である。調

整池も非常用水源として利用できる。また、瀬戸会場横の敷地、モリコロパーク北のグラウンドも利用できる。

エコ電力センターの施設の強化により災害時電力の確保も可能となる。本学の広大な敷地が防災拠点として極め

て有効であることは3章で詳細する。

図2 防災拠点としての利用可能施設

3.東北被災大学へのヒアリング、

平成 24年 1月、東北学院大学、石巻専修大学、東北工業大学を訪問し、事前の防災対策、被災状況、対策本

部設置、負傷者救助、安否確認、避難所運営、ボランティア支援、学務対応(卒業式、入学式、授業再開)、等

についてヒアリングした。結果を表 lに示す。
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表 1 被災3大学ヒアリング内容と本学防災拠点構想への活用事例

H24.1.12 

主主;化学続大学
1886年創立
(神学且経済・法学
ヱ学園教養学部)

15，000人

H24.1.13 

(事前)防災対策

-耐震診断し耐震補強実施済み

.防災マニュアル整備

.防災訓練(消防訓練)定期実施

・防災備品500名 x3日の童料

役立った込水、写生以ン毛布平廷

をま灯、パス、ラエ空ン、トイレ

M緊急地震指報はDなまず導ム済み

(3箇所目・果、多賀城、本部)

M右巻市が誘致した大学であり、市と

各穂協定、防災訓練合合同実施

石巻専修大学 1.防災菅理規定制、

1989年創立 l防災備品は900人分

(理工司経営学部) j'3専修大学で情報共有

lベースは東京専修大学

1，950人 !'FM放送、学内放送施設完備

田市と防災協定検討中であった

H24.1.13 I全体の防災マニュアル策定17C¥内 bbgT

2キャンパス轄に避難地設定

安全安心センタ設置

葉北工芸童文学 1災害対策ずイジエスト学生へ配布説明

1964年創立 1・緊急受信情報を使い防災訓練実施

(電子a通信圃土建 !'AED使用訓練

都市マネージメント)1学生マニ斗アルに避難経路

3.800人

発災時

教授会中で、即、対策本部を立上げ

・耐震鴇強完了で大きな建築被害なし

(事後)復旧・復興

学校運営本部は卒業式、入学式の

中止と延期決定還達とプレス対応

掛け実施、 部を除いて被害なし

(5号館の天弁 E要剥離〕

・自衛隊、看護学校、市民1000名

ボランティ7800人のテント村

目救援物資保管、仮設診椋所等利用

NTTが非常用固定電話10台設置

2存協弐学時安否ブ庁口一

備考開特記事項

-危険度判定構造講師ゼネコン判断

天弁落下、煙突折れ破握、研究室

東北学院大学は大きな被害はなかったが、校舎の一部破損などの被害はあった。多賀城キャンパスは市役所に

隣接していたためにあふれた多くの避難者に対応せざ、るを得なかった。東北工業大学は春休み中で、あったために

教職員・学生は 900名程度しか滞在していなかった。東北工業大学は仙台中心市街地に立地しており、周辺住

民の避難所として機能した点が注目される。市指定の避難所ではないが、学生 400人と周辺市民 300人が寒さ

に耐えながら夜を越さざるを得なかった。避難所運営に学生が加わり避難住民との良好な避難所運営が維持され

た事は注目される。

石巻専修大学は本学の防災キャンパス構想の良い事例となるので詳細に述べる。石巻専修大学は石巻市街地の

北にあり、津浪浸水は免れた。北

上川左岸に位置し、敷地面積は

東京ドームの約 10倍(42万平米)

である。図 3に示すように敷地

内に、校舎、野球場、ラグビ一場、

サッカー場、陸上競技場、テニ

スコート、多目的グラウンドが

ある。施設の開放状況を示す(写

真 1)。

図3 石巻専修大学キャンパスマップ
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写真 l 石巻専修大学防災支援状況

(左上)広大なキャンパス、(右上)ボランティアの受入れ、(左下)救援物資の受入、(右下)情報掲示板

森口記念館(学生 200名避難所:運営は大学)、 4号館(市民 1，000人開放:運営は市)、 5号館および雨天体

育館(ボランティセンター拠点として開放:運営は社会福祉協議会))、陸上競技場(ボランティアテント村:運

営は社会福祉協議会)、体育館(日赤仮設診療所)、体育館(宮城県に開放)、多目的グラウンド(自衛隊テント、

車両:運営は自衛隊)、多目的グラウンド(ヘリポートとして開放)、 2号館(市内にあり被災した赤十字看護専

門学校に開放)。 その他、 NTT非常用衛星電話所、移動郵便局が設置された。

石巻市との協定はなかったが 3月 30日に締結予定で、あったため市との連携がうまく機能した。石巻市長は元

石巻専修大学教授であり、平成 21年4月に第 2代目として就任したばかりであった事も連携がうまく行った要

因であろう。

4.まとめ

防災キャンパス構想について 3年間検討してきた。この聞東日本大震災が発生した。東北の被災大学をヒア

リングした結果、大学が地域において被災者支援活動を行うことは大学の使命であることが明らかとなった。特

に、地域の大学は地域と連携することが大学の存在価値を高める事が再認識された。石巻専修大学と石巻市との

関係は一つの指針を与えている。震災前から、研究活動、教育・文化支援、産学連携を推進する包括的協定が結

ばれていたが、震災後は防災協定へと強化されている点は注目される。

本学は、災害時に、教職員と学生の安全を確保するために、また地域社会を支援するために、キャンパスの防

災拠点化を目指さなければならない。 3年聞の検討が実行に移されることを期待する。
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